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緒　言
高齢化が進行するわが国では、2025年に向けて
医療および介護サービスの提供体制の確立が喫緊
の課題となっている。先般取りまとめられた社会
保障国民会議報告書1）においても、医療は「病院
完結型」から、患者の住み慣れた地域や自宅での
生活のための医療、地域全体で治し、支える「地
域完結型」の医療と介護さらには住まいや自立し
た生活の支援までもが切れ目なくつながる医療に
変わらざるを得ないと記載されている。歯科医療
も当然医療の中に含まれており、これまで、外来
を中心として提供されてきた歯科医療を自宅で療
養している高齢者等にどのように提供していくか
は大きな課題となっている。

これまで深井2）は在宅歯科医療推進のためのグ
ランドデザイン（2005年）の中で、要介護高齢者
を含めた必要とされる歯科医療に対する提供体制
のかい離をシミュレーションによって示した。さ
らに恒石3）は2008年での公表データを用いて同様
の分析を行った。本研究は、2011年の国の統計報
告を用いて、歯科医療需要の予測と在宅歯科医療
ニーズを推計し、直近での実態を把握するととも
に基礎資料を得る目的で実施された。
また、合わせて、平成25年から施行されている
都道府県医療計画における5疾病に位置づけられ
ている脳卒中、がん、糖尿病、心疾患、精神疾患
に肺炎を加え、これらの疾患の歯科診療所当たり
の推計患者数を算定し、医科歯科連携が進展した
場合の歯科疾患患者数の変化に関するシミュレー
ションを行った。

資料および方法
2011年（平成23年）の「人口推計」（総務省統

計局）4）より、総人口と65歳以上人口および75歳
以上人口、人口動態調査 5）より年間死亡者総数、
在宅及び介護老人保健施設での死亡者数、介護保
険事業状況報告 6）より要介護認定者数（要支援1
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〜要介護5）、患者調査7）より入院および外来患者
総数と悪性新生物、心疾患（高血圧性のものを除
く）、脳血管疾患、糖尿病、精神及び行動の障害
（以下「精神疾患」と記載）、肺炎の入院・外来患
者数を算出した。また、同調査7）より年齢階級別
受療率（医科入院・外来・歯科外来）を得た。介
護サービス施設・事業所調査8）より介護保険施設
入所者数を、医療施設調査9）から一般病床数・療
養病院数、歯科診療所数・歯科診療所従事者数の
データを得た。また同調査9）より、都道府県別の
在宅歯科医療サービス実施診療所と実施件数（居
宅及び施設）、在宅歯科医療実施診療所割合およ
び在宅歯科医療実施歯科診療所1施設当たりの訪
問診療（居宅＋施設）の1か月における実施件数
のデータを得た。都道府県別の在宅療養支援歯科
診療所届出数は厚生労働省・中央社会保険医療協
議会総会資料10）の中の平成24年7月時点のものを
使用した。全要介護高齢者に1ヵ月に1回の在宅
歯科医療を想定した場合の在宅歯科医療充足率
は、訪問歯科診療実施件数を全要介護高齢者数で
除して算出した。また全要介護者数を全歯科医療
機関数で除した数値を歯科診療所1施設当たり要
介護者数とした。
平成23年度医療施設静態調査における都道府県
別の在宅歯科医療実施診療所数と要介護高齢者数
を用い、都道府県別の在宅歯科医療の需要・供給
の状況を算出した。在宅歯科医療の都道府県別の
需要・供給の類型には、歯科診療所1施設当たり
要介護者数が 100人以上、70人以上 100人未満、
30人以上 70人未満をそれぞれ高・中・低と定義
し、在宅歯科医療実施診療所率の30%以上、20%
以上 30%未満、10%以上 20％未満も同様に高・
中・低と定義した。また平成20年の報告3）との比
較も行った。
過去の報告3）同様、要介護高齢者の歯科医療提

供のニーズを以下の4つに類型化した。また、在宅
歯科医療提供体制をすべての歯科診療所が対応、
歯科診療所の40％が実施、20％が実施の3パター
ンとし、それぞれ月1回実施を想定した際の平成23
年度末時点におけるシミュレーションをした。

①全要介護高齢者を対象とした誤嚥性肺炎予防
のための口腔ケアと食支援の定期的実施
②要介護高齢者の約50％への義歯を含む歯科治
療
③要介護高齢者の約20％への摂食機能訓練
④年間死亡者のうち在宅死亡者への終末期の歯
科的支援（ターミナル・デンタルケア）
さらに、医療計画における5疾病（がん・心疾
患・脳血管疾患・糖尿病・精神疾患）および肺炎
の入院および外来患者へ、すべての歯科診療所が
対応する場合、歯科診療所の40%が対応する場合、
20%が対応する 3パターンについても同様にシ
ミュレーションした。

結　果
１．年齢階級別受療率における医科・歯科比較
図 1には、平成 23年の年齢階級別の医科の入

院・外来受療率と歯科外来受療率を示した。これ
までの傾向と同様に、歯科外来受療率は、70−74
歳をピークとしてそれ以降の年齢では急速に減少
している。また医科外来受療率は、80− 84歳以
降減少するが、医科入院受療率が高齢者において
急増する傾向がみられた。

２．在宅歯科医療の現状推計（平成23年）
１）在宅歯科医療の全体像
表1には平成23年統計結果より65歳以上人口割
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図1 医科入院・医科外来・歯科診療所の受療率（患
者調査、2011年）



合、人口に占める要介護者数、在宅死亡者割合、
在宅歯科医療実施診療所割合、在宅歯科医療実施
1施設当たりの訪問診療実施件数、全要介護者に
1ヵ月に1回の在宅歯科医療を想定した場合の充

足率を示した。その結果より、平成23年10月時
点では、20.3%の歯科診療所が毎月 22.1件の訪問
歯科診療を実施しており、全要介護高齢者への在
宅歯科医療充足率は5.8%であった。
２）在宅歯科医療の都道府県別実施類型化
図2には、都道府県ごとの歯科診療所1施設当

たりの要介護者数を示した。また表2には都道府
県ごとの在宅歯科医療実施診療所率や在宅歯科医
療充足率を示した。この結果より千葉県や東京都、
神奈川県などの大都市では歯科診療所1施設当た
りの要介護者数が少なく、訪問診療を実施する歯
科診療所割合も少ない傾向が見られた。都道府県
ごとに在宅歯科医療の需要・供給を類型化したも
のを表3に示した。歯科診療所1施設当たり要介
護者数は高で示された100人以上である都道府県
が23県と最も多く、在宅歯科医療実施診療所割合
は中で示された20%以上30%未満が23道府県と最
も多い結果であった。平成20年の報告3）と比較し
た場合の増減も示した。その結果歯科診療所1施
設当たりの要介護者数が減少した都道府県はな
かったが、在宅歯科医療実施診療所割合は減少す
る都道府県が存在した。平成17年データにおける
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表1　平成23年調査結果および在宅歯科医療の現状推計

図2　歯科診療所1施設当たり要介護者数（医療施設調査、介護保険事業状況報告、2011年）



結果 2）では1診療所当たりの要介護者数数値が高
く、在宅歯科医療実施診療所割合が低いまたは、
要介護者数が中で、在宅歯科医療実施診療所割合
が低いといった需要と供給のアンバランスが12都
道府県で見られたが、平成23年調査結果では8都
道府県に減少していた。

３．歯科医療の供給体制のシミュレーション
１）在宅歯科医療
表4には在宅歯科医療を全歯科診療所が実施す

る場合、40%の歯科診療所が実施する場合、およ
び20%の歯科診療所が実施する場合を想定し、①
全要介護者　②要介護者約5割に対する歯科治療
③2割の要介護者の摂食機能訓練　④在宅死亡者
に対応する場合の 1診療所当たりの患者数のシ
ミュレーション結果を示した。全歯科診療所が対
応した場合においても、全要介護者への対応を想
定すると平成23年度末時点で、歯科診療所1施設
当たり77.8名の患者数と試算された。
２）悪性新生物、糖尿病、心疾患、脳血管疾患、
精神疾患および肺炎患者への対応
表1に示したように、全国で一日の入院患者約

134万人中、がん患者は、約14万人、心疾患患者
約6万人、脳血管患者約17万人、糖尿病患者約2.4
万人、精神疾患約28万人、肺炎患者約4万人であ
る。外来患者数では、約726万人中、それぞれ約
16万人、約13万人、約11万人、約21万人、約22
万人、約1万人である。表5には、全歯科診療所
が実施する場合、40%の歯科診療所が実施する場
合、および20%の歯科診療所が実施する場合を想
定した際に、これらの疾患ごとの歯科診療所1施
設当たり（1日当たり）の患者数のシミュレー
ションを示した。

考　察
平成23年調査結果では、全体の20.3%の歯科診

療所が在宅歯科医療を実施し、1か月平均22.1件
の訪問診療（居宅+施設）を実施したと試算され
た。平成17年の深井の報告 2）では、全体の18.2%
の歯科診療所が 1か月に平均 12.6件の訪問診療
（患家+患家以外）の実施であり、平成20年報告3）
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表4 在宅歯科医療実施診療所1施設当たりの推定患者
数（平成23年度末時点）

表2　都道府県における在宅歯科医療実施状況

表3　在宅歯科医療の需要・供給（都道府県別状況）



では、全体の17.9％の歯科診療所が1か月に平均
15.1件の訪問診療の実施であった。これらの結果
より、平成20年以降に訪問歯科診療実施診療所割
合は増加し、実施件数はこの6年で約75％増加し
ていた。このように訪問歯科診療実施が増加する
背景として、診療報酬上では平成20年に在宅療養
支援歯科診療所が新設されている。これは在宅ま
たは社会福祉施設等における療養を歯科医療面か
ら支援する目的で創設されている。平成24年度診
療報酬改定では、在宅療養支援歯科診療所の歯科
衛生士が訪問診療時に診療補助を実施した際の評
価も新設されている。さらに厚生労働省医政局に
よる在宅歯科医療推進に係る基盤整備事業では、
平成20年度より「歯の健康力推進歯科医師等養成
講習会」を実施してきており、研修の充実を図っ
てきた。また合わせて「在宅歯科診療設備整備事
業」において在宅歯科医療機器の経済的補助を実
施してきた。さらに平成22年度からは「在宅歯科
医療連携室整備事業」として、医科・介護等との
連携窓口機能や在宅歯科医療希望者の窓口の充実
を図ってきている。このような施策の充実ととも
に供給体制としての在宅歯科医療実施歯科医療機
関が増加してきたものと考えられる。平成25年度
から施行されている都道府県医療計画においては
5疾病5事業に加えて在宅医療についての計画も
策定され、すでに施行されてきている。このよう
に在宅医療への対策は喫緊の課題であり、様々な
施策が各都道府県の実情に応じて進んでいるとこ
ろである。このようにさまざまな施策や補助金、
診療報酬において、在宅等で療養する患者や要介
護者また増加する高齢者への対応が進められてい
る状況の中で、在宅歯科医療についても平成17年
や平成20年と比較すると増加する傾向を認めた。

在宅歯科医療の供給体制のシミュレーションと
して、現在実施されている在宅歯科医療の件数を
全要介護者数で除した場合の在宅歯科医療の充足
度は5.8%であった。つまり、すべての要介護者に
1か月1回の歯科医療を想定した場合の充足率が
5.8％であり、平成20年と比較すると増加を認め
たが、いまだに対応しきれていない現状が明らか
となった。都道府県別にみても、要介護高齢者数
や在宅歯科医療提供数に差が見られた。東京、千
葉、神奈川、埼玉等の都市部では歯科診療所数が
多いので、歯科診療所1施設当たりの要介護高齢
者数はそれほど高くはないが、今後都市部におい
て急激に高齢者が増加することが予測されてお
り、それに伴い要介護高齢者数も急増すると思わ
れ、対応や対策は喫緊の課題である。
また一方で、医療計画に伴うがん・心疾患・脳
血管疾患・糖尿病・精神疾患および肺炎の医療連
携が進んだ場合の歯科患者数を推計するための基
礎データを算出した。平成24年度の診療報酬改定
では、周術期における口腔管理により入院日数が
短縮されることや、口腔合併症等の軽減などが考
慮され、がん等の周術期における口腔機能管理が
新設された。このことより病院等での術前術後の
歯科管理の重要性が周知されているところであ
る。この周術期口腔機能管理は歯科標榜病院だけ
でなく、手術前に歯科診療所で実施することも可
能であり、また入院中に歯科医師が訪問診療で実
施することも可能となっている。このような制度
の新設により、医科疾患入院時の口腔管理が注目
されているとともに、従来からの長期療養中の口
腔管理へ対する期待も高まっているところであ
る。

65歳以上の高齢者数は2025年には3,657万人と
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表5 悪性新生物・糖尿病・心疾患・脳血管疾患・精神疾患・肺炎の入院及び外来患者への対応の推計数（1日当たり）
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なり、約30年後の2042年にはピークを迎えると
予測されており、在宅医療・介護の推進が重要課
題として取り組まれていく中で、日本歯科医師会
においても生活を支える歯科医療を提供する姿勢
を明確に打ち出している。今回の平成23年の統計
結果においても要介護者への歯科医療の充足率は
まだまだ低く、高齢者・要介護者および医科疾患
患者の歯科医療提供における都道府県間の格差は
これまで同様に縮まってはいなかった。在宅歯科
医療を実施すると手あげしても、依頼や要請がな
いという実態も踏まえて、在宅患者の療養を中心
的に支えている医療機関や介護施設等との更なる
連携の模索も重要であると思われた。

まとめ
平成23年の統計結果より、在宅歯科医療提供の
現状およびニーズを把握することを目的とした。
その結果、平成 17年および平成 20年と比較し、
在宅歯科医療実施割合および在宅歯科医療実施歯
科診療所の実施件数とも増加する傾向を認めた。
要介護者全員に月1回の歯科医療を想定した場合
の充足率は5.8%であった。大都市など今後急速に
高齢者や要介護者数が増加する地域も多く、在宅
歯科医療をさらに推進するための方策など地域特
性に応じ、早急に取り組む課題であると考えられ
た。
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The purpose of this study was to assess present state of home dental care and evaluate its needs using
data in 2011. The results showed that both the ratio of dental clinics conducting home dental care and the
frequency of home dental care were increased. Rate of home dental care on the assumption that all depen-
dent older people received home dental care once per month was 5.8%.  Because both dependent and inde-
pendent older people are increasing in metropolitan area as well as rural area, policy to facilitate home dental
care in accordance with characteristics of the region should be developed as soon as possible.
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